








序   文 

 
 カスピ海沿岸に位置するアンザリ湿原は、渡り鳥の飛来地として国際的にも有名で 1975
年にはラムサール湿地（150km2）として登録されましたが、近年人為的な影響により環境

の悪化が急速に進んでいます。 
これに対し国際協力機構は、イラン国政府からの要請に基づき、2003 年から開発調査「イ

ラン国アンザリ湿原生態系保全総合管理計画調査」を実施し、総合的な湿原管理を目的と

したマスタープラン（以下、M/P）を策定しました。 
このような状況の下、日本国政府は、M/P に基づく技術協力の要請をイラン国政府から受

け、アンザリ湿原環境管理計画に係る事前調査の実施を決定しました。 
国際協力機構は 2006 年 10 月 19 日から 11 月 9 日まで、当機構国際協力客員専門員、山

田良春を団長とする事前調査団を同国に派遣しました。調査団は、この計画の実施に向け

た関連情報の収集、イラン国政府関係者との協議・調整等を行いました。本報告書は同調

査の調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクト検討にあたって広く活用さ

れることを願うものであります。また、ここに調査に当たられた団員各氏、ご協力いただ

いた両国関係者の皆様に、心から感謝の意を表します。 
 

平成 19 年 3 月 
 
 

独立行政法人国際協力機構 
地球環境部長 伊藤 隆文 
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第 1 章 調査の概要 

 
1-1 調査団派遣の経緯と目的 

 
 イラン国のカスピ海沿岸に位置するアンザリ湿原（約 193 km2)は、渡り鳥の飛来地として

国際的に知られており、1975 年にはラムサール湿地（150 km2）として登録された。しかし、

その後の人為的影響により環境が悪化し、1993 年には優先的な保全措置が必要な湿原とし

てモントルーレコードに追加された。その後もアンザリ湿原の環境は、下水･排水や廃棄物

の流入、上流域からの土砂の流入等により悪化が進行している。 
 このような状況の下、イラン国政府はアンザリ湿原保全を目的とする総合調査に必要な

技術協力を日本国政府に要請し、JICA は 2003 年から 2005 年 3 月まで、開発調査「イラン

国アンザリ湿原生態系保全総合管理計画調査」を実施した。当調査では、1）アンザリ湿原

保全のための総合的なマスタープラン（M/P）の作成、2）パイロット活動(M/P において特

定された対策の一部）の実施、3）湿原管理能力向上のための関係機関及び職員を対象とし

たキャパシティデベロップメントの支援、を行った。 
 イラン国政府は次なるステップとして、M/P の主要項目のうち技術的支援を必要とする湿

原保全メカニズムの構築、ゾーニングの詳細な枠組みの構築等についての技術協力プロジ

ェクトの実施を日本国政府に要請した。 
 
1-2 調査の目的 

 
 本調査は、要請書内容及び開発調査の結果を踏まえ、環境庁（DOE）をはじめとするイ

ラン国側関係機関との協議及び現地調査を通して、プロジェクトの基本方針（PDM 及び PO）、

内容（専門家派遣、研修員受入、機材供与計画等）、実施体制（C/P 配置計画、機材・施設

整備状況、予算措置等）について検討することを目的に実施された。また、その結果 DOE
と合意した内容を、最終的な PDM 案、PO 案、及び実施計画（詳細活動、投入 M/M、分野、

期間、資機材等）を含む R/D 案として取りまとめ、協議議事録（M/M）の署名・交換を行

うこととした。 
 イラン国側と合意したプロジェクト基本計画については、「JICA 事業評価ガイドライン」

に則って、評価 5 項目の観点から評価を行うこととした。 

 

1-3 調査団の構成 

氏 名 担当業務 所 属 

山田 良春 団長/総括 JICA 国際協力総合研修所 国際協力客員専門員 
長谷川 基裕 環境行政 JICA 国際協力総合研修所 国際協力専門員 

伊藤 将宏 協力計画/ 
環境社会配慮 

JICA 地球環境部第一グループ 
森林・自然環境保全第二チーム 

稲田 徹 計画分析 ㈱三祐コンサルタンツ 
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1-4 調査日程 

 
平成 18 年 10 月 19 日（木）から 11 月 9 日（木） 

計画分析団員 10 月 19 日(木)～11 月 9 日(木)  
その他の官団員 10 月 26 日(木)～11 月 9 日(木) 
 

順 月日 曜 日程 宿泊 

1 10.19 木 
＜コンサルタント団員＞ 
20:40  羽田発（JL1319）  21:55  関空着 
23:15 関空発（JL5099）    

機中 

2 10.20 金 

05:00 ドバイ着 
07:45 ドバイ発（EK971）  09:15 テヘラン着 
11:00 中山企画調査員から現地事情説明 

質問票整理 

テヘラン

3 10.21 土 

09:30 JICA 事務所打合せ 
11:00 DOE(DOE)自然資源･生物多様性局表敬 
12:30 農業開発推進省流域管理局表敬 
15:00  国際 NGO CENESTA 訪問（社会経済調査見積受
け取り） 

テヘラン

4 10.22 日 

07:00 テヘラン出発（陸路） 
12:30 DOE ギラン事務所との協議 
13:40 環境教育センターへ移動、DOE ギラン事務所との
協議 

ラシュト

5 10.23 月 

08:00 DOE ギラン事務所との予定確認 
09:00 農業開発推進省ギラン州事務所からの情報収集 
11:30 エネルギー省上下水道公社ギラン事務所からの情

報収集 
14:00 DOE ギラン事務所との協議  

ラシュト

6 10.24 火 情報整理（ラマダン明け休暇）  ラシュト

7 10.25 水 

(ラマダン明けで政府機関が休み。） 
10:00 機材供与に係る市場調査 
12:30 アンザリ湿原踏査。観光ボート、漁業組合、製材、
農民からの情報収集。 

ラシュト

＜官団員＞ 
20:40  羽田発（JL1319）  21:55  関空着 
23:15 関空発（JL5099）   

機中 
8 10.26 木 

＜コンサルタント団員＞ 
資料整理、中間報告書作成 ラシュト

＜官団員＞ 
05:00 ドバイ着 
07:45 ドバイ発（EK971）  09:15 テヘラン着 
コンサルタントからの中間報告書に基づき基本計画案の
検討 

テヘラン

9 10.27 金 ＜コンサルタント団員＞ 
開発調査でのパイロットプロジェクトサイト視察 
09:00 フマン市 河川へのゴミ投棄防止キャンペーン 
10:00 マスレ地区土壌流出防止対策（同家畜侵入防止柵、

植林） 
11:00 マスレ地区土壌流出防止対策（同ゴザによる土壌

浸食防止・植生回復、小規模ダム）  

ラシュト
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＜官団員＞ 
09:30 JICA 事務所打合せ 
13:30 農業開発推進省流域管理局表敬 

テヘラン

10 10.28 土 ＜コンサルタント団員＞ 
11:30 カスピ海硬骨魚類研究センター 
12:00 DOE アンザリ環境研究センター（アンザリラボ） 
16:00 Woman Society （NGO）サブスカラ（NGO） 
18:00 サブスカラ（NGO）本部 

ラシュト

＜官団員＞ 
07:00 テヘラン出発（陸路） 
13:30 DOE ギラン事務所との協議 

11 10.29 日 ＜コンサルタント団員＞ 
10:00 エネルギー省上下水公社西アンザリ下水処理場視
察 
13:30 DOE ギラン事務所との協議 

ラシュト

12 10.30 月 現地踏査による情報収集（アンザリ湿原） 
・湿原内～セルケ環境教育センター ラシュト

13 10.31 火 09:00 農業開発推進省ギラン州事務所からの情報収集 
13:00 ギラン州政府からの情報収集 ラシュト

14 11.1 水 09:00 DOE 職員向けワークショップ ラシュト

15 11.2 木 

09:00 エネルギー省上下水道公社ギラン事務所からの情
報収集 
12:30  観光省ギラン事務所からの情報収集 
団内打合せ、ミニッツ案作成 

ラシュト

16 11.3 金 情報整理  ラシュト
＜官団員＞ 
11:00 DOE ギラン事務所との協議 
(プロジェクト基本計画、PDM/PO、投入計画に関する合
意形成) 

17 11.4 土 ＜コンサルタント団員＞ 
10:30  CEP プログラム「アンザリ・ラグーン・マネジメ
ント 

プロジェクト」事務所 
12:30  セルケ環境教育センター パイロットプロジェク

トでの設置設備調査 

ラシュト

18 11.5 日 09:00 DOE 主催関係機関向けプロジェクト説明会 ラシュト
19 11.6 月 07:00 ラシュト出発（陸路） テヘラン
20 11.7 火 17:00 DOE 本庁との協議 テヘラン

21 11.8 水 

10:00 ミニッツ署名 
14:00 JICA 事務所報告 
15:30 大使館報告 
(団長、コンサルタント)  
21:20  テヘラン発（EK978）  23:50  ドバイ着 

テヘラン

22 11.9 木 

(団長、コンサルタント) 
02:50 ドバイ発（EK316）  16:40 関空着 
18:30 関空発（JL1316）→ 19:40 羽田着 
(長谷川) 
10:50 テヘラン発（EK972）→ 13:20 ドバイ着 
19:30 ドバイ発（MH161）→  

テヘラン

23 11.10 金 

(長谷川) 
→08:30 クアラルンプール着 
(伊藤) 10:50 テヘラン発（EK972）→ 13:20 ドバイ着 
17:55 ドバイ発（EK6474）→ 18:50 マスカット着 
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1-5 主要面談者 

 
【イラン側】  
1. 環境庁自然環境・生物多様性局 テヘラン（Natural Environment and Biodiversity Division, 

Department of Environment, Teheran） 
Dr. Hajipour Najafi  Deputy Head of Natural Environment and Biodiversity 

Division 
Kamran Zolfinejad  General Director of Guilan Provincial Directorate of DOE 
Asan Bagherzadeh  Head Master of Natural Resource (Wild life & fishes)  
Bahareh Shahirai  Expert, Natural Environment and Biodiversity 
 

2. 農業開発推進省流域管理局（Ministry of Jihad-e-Agriculture, Watershed Management 
Deputy） 
 Reza Sohrabi  Director General, Watersheds Studies and Evaluation 
 Hossein Ali Mohammadi Watersheds Management Deputy 
 

3. 環境庁 Guilan 州事務所（Department of the Environment, Guilan Provincial Directorate, 
DOEG） 

 Kamran Zolfinejad  General Director of Guilan Provincial Directorate, DOEG 
Allahgholi Jafari  Deputy of Financial & Administrative and Deputy of DOEG  
Mansour Sarhazi  Deputy of Natural Environment & Biodiversity, DOEG 
Asan Bagherzadeh    Head Master of Natural Resources (Wild life & fishes), 

DOEG 
 
4. 農業開発省ギラン事務所（Guilan Jihad-e-Agriculture 以後 GJA） 

Seyyed Nasir Seyyed Head of GJA 
Mohammad EbrahiM/Plan Protection, GJA  
Mohammad Bagher Rafati Responsible of Evaluation, Watershed Management, GJA 
Rasoul Mohammadi Manager of Watershed Management & Deputy of Guilan 

Natural Resources Management 
Sohrabi   Manager of Watersheds bureau (Executive Section) 
 

5. エネルギー省上下水公社 Guilan 事務所（Water and Wastewater Organization of Guilan） 
Farhad Momenpour  Deputy of planning/Head of World Bank Unit 
Hossein Ganjidoust Professor, Environmental Engineering Division, Civil 

Engineering Department, School of Engineering, Tarbiat 
Modarres University    

 
6. カスピ海硬骨魚類研究センター（Caspian Sea Bony Fishes Research Center） 

Noureddin Hossein Poar Expert 
 Seyyed Hgjat Khoda Parast Research Deputy   
 
7. DOE アンザリ環境研究センター（Center of Environmental Research in Anzali, DOE） 

 Amir Akbarzadeh  Head of Center of Environmental Research in Anzali, DOE 
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8. サブスカラ（NGO） 
Nasrin Aminian   Head（Ms） 
Vahid Yahyazadeh  Member（Mr） 

 
9. Woman Society （NGO） 

Zohrek Shemskadi  Member（Ms） 
 Parsi Shirein  Member（Ms） 
 

10. エネルギー省上下水公社西アンザリ下水処理場（Water and Wastewater Organization of 
Guilan） 

H. Danesh  Manager of the project （下水処理システム） 
Morad Derkahshipour Manager of Wastewater of Anzali 
Alireza Keshavarz  Manager of the Pars Consulting （民間） 
 

11. ギラン州政府（Guilan Provincial Office） 
M. Jafar Alizadeth  General Governor Deputy Civil Affairs 

 
12. エネルギー省ギラン州水資源局（Guilan Regional Water Authority, Ministry of Energy） 

Khan Mirzaiee  Manager of Protection and Exploitation of Water Resources 
Kharasani   Manager of Quality Protection of Water Resources 
Mohammad Mehdi Akbari Engineer of Ground Water Civil Engineering   
 

13. 観光省ギラン事務所（Guilan Cultural Heritage & Tourism Organization, GCHTO） 
Nijan Zahab  Deputy Director for Tourism and Cultural Affairs 
Mehdatht Mokhtari  Architecture, GCHTO 
M. Hamedi  Chairman, Rooyan Consultant 
Sima Jahanbin  Exective Secretary 

 
14. Office for the Anzali Lagoon Adaptive Management Project  

Sepide Keshtkar  Secretary 
Zeihra Meividinia  Secretary 
User Filizadeh  Manager  

 
【日本側】  
1. 在イラン日本大使館 

長田 仁  二等書記官 
 

2. JICA イラン事務所 
蔵方 宏  所長 
涌井純二  所員 
中山義規  企画調査員 

 

-    -5



第 2 章 調査結果要約 

 

2-1 プロジェクトサイトの概況 

 
2-1-1 湿原環境の現状 

アンザリ湿原は、カスピ海に繋がる淡水ラグーンを中心に、ヨシ群落や浅水域、季節的

に変動する浸水域等から構成されている。湿原には多くの野生生物が生息し、中でも渡り

鳥が多いことで知られ、イラン全体の半数以上に及ぶ約 77 種の飛来が確認されている。湿

原の周辺に広く分布するヨシ群落は多くの鳥類の生息地を形成し、留鳥として営巣する種

も多い。湿原内には、1970 年以来、DOE ギラン事務所によって鳥類の個体数センサスが実

施されており、年によって大きな変動を繰り返し、2002～2003 年の間に 40 万羽から 50 万

羽の間で変動した。2003 年 8 月から 2004 年 3 月の間の鳥類センサス結果によれば、89 種

14 万 6 千羽の鳥類が観察され、その内冬鳥は 27 種 11 万羽で、多くはコガモ、オオバン、

シマアジであった。種によっては個体数が減少しており、オジロワシは絶滅が危惧され、

メジロガモの個体数も近年著しく減少している。 
 
湿原植物は、マツモ、ガマ、ヨシが優占種として分布し、その他 31 種の水生植物が記録

されている。特に外来種であるアゾラ群落は湿原内に広く分布し、水質の富栄養化との関

連性が指摘されている。 
 
魚類に関しては漁獲量の変化が著しい。1940 年代まで 5,400～5,700 トンであった年間漁

獲高が、1980 年代には、75 トンにまで減少した。この変動はカスピ海の水位低下に強く影

響を受けたものと考えられているが、その他、水質変化や過剰漁業による影響の可能性も

指摘されている。2003 年 9 月～2004 年 1 月かけてカスピ海硬骨漁業研究センターが実施し

た魚類センサスによれば、34 種約 12,500 個体が確認された。ニシン、ブリーム、パーチ、

ハゼ等の種は個体数の減少が著しいことが知られ、湿原内で絶滅が危惧されている魚類種

は 16 種にのぼる。 
 
アンザリ湿原は、経済的及び生態学的に価値の高い湿地として 1975 年ラムサール条約に

登録されたが、近年、湿地内外における人為的活動により物理的及び化学的に影響を受け、

上述のように生物種が減少傾向にある。しかし適切な湿原管理の実施が遅れ、その結果と

して 1993 年には環境の劣化した湿原としてモントルーレコードにリストアップされるに至

った。環境劣化を引き起こしている主な要因としては、湿原周辺の土地利用、堆砂、カス

ピ海の水位変動、湿原内での狩猟などの（i）物理的要素と、排水・廃棄物などによる水質

汚濁の（ii）化学的要素が関与している。 
 
このように湿地環境が劣化傾向にあるアンザリ湿原であるが、周辺には未だ湿地に関連

する活動を営む多くの住民が居住し、その経済価値も決して低くはない。例えば、年間漁

獲高は 400 トンであり、マーケット価値に換算すると約 100 億リアルとなる。また、狩猟
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対象となる鳥類の経済価値は約 30 億リアルに相当し、さらに年間多くの観光客が訪れ、モ

ーターボートやカヤック等のレクレーション、鳥類観察や開花シーズンにはハスの観察等

も盛んであり、年間 4 万人程の観光客が訪れる観光地としても知られている。以上のこと

から、劣化した環境を回復させるための湿地管理体制の整備・強化及び適切な管理対策の

実施が強く望まれている。 
 

2-1-2 湿原保全への取組状況 
 本調査では、開発調査終了後にどのような取り組みが行われているかに着目し、情報・

データの収集を行った。したがって、以下にまとめる事項は主に 2005 年以降のものであり、

それ以前の取り組みについては開発調査報告書を参照されたい。 
 
(1) 湿原生態管理 
1） 水質モニタリング 
アンザリ・ラボラトリー（DOE） 
• 実施状況 

DOE ギラン事務所に属し、アンザリ湿原、流入する河川および工場排水の水質調査を担

当している。定期的なモニタリングは行っていない。ドナー支援や大学との共同研究があ

るときのみ、湿原や河川で採取検査を行っている。例えば、1991 年はアンザリ湿原 30 ヵ所

で年４回季節ごとに採取分析を実施、1999 年は 94 ヵ所で年４回季節ごとに採取分析を実施

した。2001 年から 2003 年は 3 ヵ月ごとに 10 河川および湿原内の 10 ポイントで水質調査を

行っている。2004 年から 2005 年には JICA M/P と協同で 2 ヵ月ごとに湿原の水質調査を行

った。2005 年には湿原の水質検査は実施していないが、湿原に流れ込む 3 河川の水質検査

を行っている。 
• 人員 

計 9 名が勤務しており、そのうち 5 名が Expert（BSc.）である（Microbiology 2 名、Chemist 
1 名、Fish 1 名、Agriculture 1 名）。正規職員はラボラトリーの所長だけであり、他は契約職

員である。 
• 機材 

開発調査終了後、分析機器の一部は、環境庁ギラン州事務所内ラボラトリーに移動され

ている。将来的には、アンザリ・ラボラトリーで行っていた工場排水の分析機能は環境庁

ギラン州事務所内ラボラトリーに移される予定である。 
• 問題 

センター責任者（Amir Akbarzadeh）によると、モニタリングに係る費用のための予算が

確保されていないため、ドナー支援や大学との共同研究などのプロジェクトがある場合の

み、湿原や河川で採取検査を行っている。職員が現地調査する場合には必ず出張手当1が必

要であるが、毎年の予算は十分でない。また、重金属類などの検査については、専用の機

材を所有しておらず、DOE ギラン州事務所内ラボラトリー、カスピ海硬骨魚類研究センタ

                                            
1
正規の職員については、事務所から出て調査業務を行う場合に出張費がかかる。環境庁ギラン州職員約 330
人のうち、約 130 人が契約職員である。 
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ー（ギラン州）や DOE 環境研究センター（テヘラン）に依頼している。 
 
DOE ギラン州事務所内ラボラトリー 
• 実施状況 

主に工場排水の水質調査を担当している。工場排水を定期的に 1-2 ヵ月ごとに一度数ヵ所

の工場地帯で採取分析（化学物質、有機物）している。 
• 人員 

合計 5 名で、正規職員 1 名（MSc）、契約社員 4 名（BSc）である。 
• 機材 

重金属分析のための機器である原子吸光光度計はあるが、農薬分析や有機化合物に関わ

る分析に必要なガスクロマトグラフは所有していない。（添付資料 5 参照） 
 
2) 野鳥モニタリング 
環境庁ギラン州事務所の野生生物局の野鳥観察には、1 名の契約職員が配置されており、

毎月、ギラン州の湿原（5 ヵ所）で野鳥（通常約 3 万羽）のモニタリングを行っている。ま

た、渡り鳥の時期に合わせ、毎年 1 月 5 日～1 月 25 日まで州内の湿原で野鳥観察を行って

いる。この時期は渡り鳥の数が増えるため、数名を臨時に雇用している。 
 
3) 監視活動 
湿原の監視活動は環境庁が担当している。不法狩猟/漁業の検挙数はアンザリ湿原では 1

日 1-2 件で、ギラン州全体では 1 日 15 件ほどである。また、DOE はより厳密な管理を実施

するため、アンザリ湿原中央部に監視小屋を建築中である。 
 
(2) 流域管理 
アンザリ湿原の環境悪化の主要因として、流域からの土砂堆積による湿原水量の減少が

あげられる。農業開発推進省流域管理局によると、アンザリ湿原中央部の水域（ラグーン）

の水深は 1963 年には 30m 以上あったが、現在は 2m 弱になっている。踏査時の計測でも湿

原中央部の水深が 2m 弱であることが確認され、土砂の堆積などにより水深が浅くなってい

る様子が伺われた。 
 
1) 植林 
植林を担当する政府機関である農業開発推進省（MOJA）のギラン州事務所では、2002

年から 2004 年の間にアンザリ湿原に流入する河川流域を含むイラン北部山岳地帯で 2 千 ha
から 3 千 ha の植林を実施している。また、2005 年から 2009 年にも「国家社会経済文化開

発第 4 次 5 ヵ年計画」に基づいて、ギラン州全体で 6 千 ha から 8 千 ha の植林を計画して

いる。 
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Indicator Unit 2005 2006 2007 2008 2009 total

Evicting livestock from northern forest 1000 livestock 159 158 149 132 227 825
Organizing forest dwellers in northern part of
the country house 1,049 906 496 531 886 3,868

Wood cultivation development 1000 ha 1.777 2.146 2.460 2.717 2.916 12.016

Forestation and development of greening 1000 ha 6.614 6.691 6.768 6.845 7.822 34.840

Forest management development 1000 ha 327 343 361 372 387 1,790
Verification of lands and separtio of own
(private) lands 1000 ha 96 96 90 84 84 450

Promotion of Rangeland Implementation 1000 ha 171 205 251 297 342 1,266g
conservation % 63 70 79 85 95 392

Plan of implementation of decreasing desert 1000 ha 0 0 0 0 0 0p g
water 1000 ha 5 6 8 10 11 40
Implementation of watershed action plan in the
area of dam watersheds and other areas 1000 ha 26 29 32 35 41 163

Project

Performance Approved Performance Approved Performance Approved
Protection and Support of Northern Forests
(stations) 2,850,000 4,299,000 4,392,000
Establishment and equipment of investigation
(stations) 3 3 3 3 3 4

Patrol and control (ha) 170,000 170,000 200,000 200,000 225,000 240,000

Control and supervision network (forestry units) 8 8 7 7 3 4

Changing fuel consumption method (ha) 20,000 25,000 24,000 48,000

Expansion and increase of northern forests 6,385,697 8,944,000 9,502,000

Increase of forests (ha) 2,300 2,722 2,836 3,018 1,350 3,000

Control of forest expansion (ha) 342 342 2,450 2,500 4,320 54,000

Improving forestry management 0 1,000,000
Tackling social problems and forestry expansion
planning 9,530,157 18,030,000 26,809,600

Evicting of livestock from forest (livestock unit) 18,481 15,662 30,502 27,000

Purchasing house (houses) 202 115 238 135

Purchasing stables (stables) 55 46 86 124

Purchasing own lands (private lands) (ha) 110 32

Completion of identification and verification of
lands operations 1,240,779 1,832,900 1,860,000

Mapping (ha) 70,600 70,600 20,000

Reception of documents (ha) 130,919 147,100 45,000

Total approved fund 20,006,633 33,105,700 43,563,600

Allocated fund 23,509,445.6 34,163,720 87,129,204

2002

Fund
(1,000 Rial)

Volume Fund
(1,000 Rial)

Volume

20042003

Fund
(1,000 Rial)

Volume

表 1．Plan of Northern Forests Protection 
 

 
表 2． Agriculture and Natural Resource season-Forest, Rangeland, Watershed and Decreasing 

Desert Plans, Quality objective of Guilan Province 
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Subject Total No. Evicted by March 2005 Remained

House 1,020 1,915 5,105
Livestock 1,543,586 277,050 1,266,536

Region Area Year Unit Volume Type of operation
Masal Khalkaie 2005 m3 105 Gabion

m3 100 Laying stones to control water speed
m2 100 Wooden

Fuman Masuleh 2005 m2 200 Wooden
m3 100 Gabion
ha 30 Planting seeds
ha 10 Fencing

Fuman Masuleh 2004 m3 1180 Gabion
m3 450 Laying stones to control water speed
ha 277 Planting seeds
m2 219 Wooden
ha 42 Fencing
ha 30 Sapling production

Shaft Emamzadeh Ebrahim 2005 m2 100 Wooden
m3 100 Laying stones to control water speed
ha 30 Planting seeds
ha 30 Planting sapling

表 3．IM/Plementation of watershed operation to control soil erosion and sediment from 2004 to now 
(Nov. 2006) 

 
2) 住民および家畜の移転 
流域への植林を推進し土壌侵食を予防するために、流域の住民および家畜の移転事業が

農業開発推進省流域管理局により実施されている（表 1 および表 3）。移動する際には、住

民は、移動資金、移動先の住居・代替地、優遇ローンの中から補助される手段を自由に選

択できる。移動資金額などは農地面積および家畜（主に羊）の頭数にもとづき算出される。

こうした政策支援によって、森林地帯から積極的に移転する住民が近年多くなっている。

ギラン州内の北部山岳森林地帯からの住民の移転のために、2002 年から 2004 年までの 3 年

間に約 500 件の家屋が移転先として購入され、数千人が住居として使用している（表１）。 
 
表 4 ． Performance of organizing and evicting livestock from forests by 2005         

Guilan Natural Resource General Office 
 

 
 
 
（3） 河川管理 

湿原内の水を含む、山頂からカスピ海までの水資源の配置（Allocation）については、エ

ネルギー省（MOE）ギラン州水資源局の担当である。基本的に水量の調査は MOE の担当で、

水質の調査は DOE の担当であるが、MOE はフマン市の河川で肥料および殺虫剤、重金属、

Pir Bazar 川では公害物質の調査をしており、所掌業務が重複している。2001 年ころから、

水質調査の内容等が重複しないように、MOE ギラン州水資源局と DOE は協議をしている

が進展しておらず、MOE ギラン州水資源局の職員は、業務を改善する必要性に言及してい

た。MOE ギラン州水資源局はアンザリ湿原流域の支流 27 河川（主要な河川は 11 河川）に

ステーションを設置して、月に 2 回定期的に、水量、固形物（土砂量）、電気伝導度、ナト

-      -10



リウムイオンを調査し記録している。 
 
(4) 排水処理 
1) 生活排水 
＜下水処理＞ 

下水はエネルギー省（MOE）傘下のギラン州上下水道公社（GWWC: Guilan Water & 
Wastewater Company）が管轄している。ラシュト市およびアンザリ市の生活排水は、現在ま

で、「エゴ」と呼ばれる古い地下水路を通じて河川からアンザリ湿原に流されている。こ

れらの市では 2005 年から世界銀行の支援を受けて 35 年前からあった市の下水処理計画の

一部を実施している。この世界銀行プロジェクトのローン総額は、隣州のマザンダラン州

での下水処理プロジェクトも含めて 224 百万 US＄である。このプロジェクトには、ラシュ

ト市およびアンザリ東地区の下水処理施設の建設、ラシュト市およびアンザリ市下水処理

ネットワークの建設を含む内容となっている。この世界銀行のプロジェクトについて、ギ

ラン州では合計 18 件ある工事のうち 5 件について既に契約済みである。 
 
ローン取得に先立って環境影響評価（EIA）を実施している。世界銀行の報告によると、

新たに建設された下水処理施設からのアンザリ湿原への排水は、湿原の環境を激しく悪化

させるものではないと結論を出している（World Bank, 2004）。EIA の公聴会としてアンザリ

湿原環境教育センター、州政府ビル内など 4 ヵ所でワークショップを開催して関係機関を

対象に社会環境調査を実施する予定である。 
 
ラシュト市およびアンザリ東地区の下水処理施設 

ラシュト市およびアンザリ東地区の下水処理施設からの排水は河川・パイプラインを通

じて、アンザリ湿原に排出される。処理段階では化学物質を使用しない計画である。また、

この下水処理施設は、イラン各地で採用されている活性汚泥法の処理システムを取り入れ

る計画であるが、河川を通じてアンザリ湿原へ排水することについては、DOE 職員の中か

らかつて反対の声が上がっていた模様である。 
 
下水処理施設の排水モニタリング項目は表 5 のとおりである。 

 
表 5．Treated effluent Quality Monitoring Program during Operation (wastewater treatment plants) 

Major Parameters to be analyzed Location of 
monitoring points 

Frequency of 
saM/Pling and 

analysis 

Responsibility

BOD5 GWWC 
COD GWWC 
pH GWWC 
Oil & Grease GWWC 
TSS GWWC 
TDS GWWC 
Cl GWWC 
NH4 GWWC 
NO2 

At WWTP Site Every Day 

GWWC 
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NO3 GWWC 
Nematode egg GWWC 
Faecal Coliform GWWC 
SO4 GWWC 
H2S GWWC 
Chlorine GWWC 
Heavy Metals (Pb, Cu, Cr, Zn, 
Se, Cd, Hg, Cn 

 Monthly GWWC 

出所：GWWC: Guilan Water & Wastewater Company; WWTP: Wastewater Treatment Plant 
 
アンザリ西地区の下水処理施設 

アンザリ西地区の下水処理施設はアンザリ湿原に隣接しており、その排水はアンザリ湿

原に直接排出される。アンザリ西地区の下水処理施設はイラン国家予算で 2006 年 3 月に完

成しているが、下水ネットワークが未完成であるため、稼動はしていない。排水可能容量

は 24 時間で 2 万㎥である。アンザリ西地区の下水処理施設は生物処理、ばっき処理および

紫外線処理の長時間ばっき処理を取り入れている。処理段階で排出される固形廃棄物は市

のコンポスト工場に運び、堆肥にする予定である。 
ローン取得に先立って環境影響評価（EIA）を実施しているが、アンザリ湿原へ排水する

ことについて DOE への具体的な説明は行われていない。 
 
＜戸別排水ライン＞ 
各家庭から、World Bank のプロジェクトで新たに建設されているメインパイプまでの排

水路は同プロジェクトの内容に含まれておらず未完成である。ギラン州でのこの排水路の

距離の合計は、2,005km になり、この排水路建設のための政府予算はなく、今後の課題とな

っている。 
 
ブージャーグ湿原のキアシャでは、World Bank から 10 万 US$の支援を受けて、各戸また

は４戸に一台の下水処理施設（合併処理浄化槽）を設置した。マサルでは JICA M/P のパイ

ロットプロジェクトで合併処理浄化槽を設置したが、河岸に設置されていたため洪水で基

礎部の土砂が流され、損壊している。 
 
2) 工業排水 
工場排水の水質検査および処理施設に対する監視責任がある環境庁によると、工場には

処理施設設置の義務があるが、ギラン州では設置していない工場も多い。新規建設の工場

へは特に積極的に処理施設の設置を働きかけており、Hassan Rud-e-Anzali 工業団地の工場に

は処理施設が 100%設置されている。 
 

World Bank の支援で現在建設中の下水ネットワークに排水する前に、工場は排水処理を

する義務があるが、ラシュト市周辺の主要道路に立ち並ぶ小規模工場が処理施設を設置す

るには、時間がかかると考えられている。（World Bank, 2004） 
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3) 農業排水 
農業開発推進省によると、農薬の使用量は 15 年前に 5,000t、4 年前まで 2,500t、今年は

1,300t となっており、農業開発推進省が開催する農業研修の成果もあり減少している（調査

範囲不明）。アンザリ近郊の農民によると、殺虫剤、除草剤の使用量は 10 年前と比べて 2/3
になり、周囲の農民も殺虫剤の使用量を減らしているということであった。 
 
(5) 固形廃棄物処理 
各市により、固形廃棄物はオープンダンピング方式のゴミ埋立処分場に廃棄されている。

家庭生ゴミのような肥料化可能なものについては、コンポスト工場に運ばれる。アンザリ

市のコンポスト工場（250t/day の処理能力、韓国製）は 2006 年中に完成の予定で、ここで

は、アンザリ市の廃棄物を肥料化する計画である。ラシュト市内のコンポスト工場（250t/day
の処理能力、スウェーデン製）は既に完成し稼動している。 
 
表 6．コンポスト工場の能力 

位置 処理能力 主要機械生産国 完成（予定）日 

Rasht 120t/day スェーデン 製 2003 年 
Rudsar 250t/day ドイツ製 2006 年完成 
Anzali 250t/day 韓国製 2006 年中完成予定 

 
(6) 環境教育 

DOE はこれまでに、入学前の児童用に環境教育用 CD を作成している。DOE ラシュト本

部にある博物館およびミーティングルームにも毎月子供たちが来て環境について勉強して

いる。NGO からの情報によると、学校の授業では環境教育は行われていないが、ギラン州

では授業以外の環境教育については、NGO が実施している。以下に事前調査でインタビュ

ーした 2 つの NGO の環境教育実施状況の概略を記す。 
 
Woman Society against Environmental Pollution（NGO） 

1999 年に設立された NGOで 6-7 人の常勤スタッフとボランティアスタッフが働いている。

資金援助は、ギラン州の支援する Recycle Institute の下部組織でラシュト市にある Recycle 
Organization などからプロジェクトごとに受けている。JICA 開発調査では、3 ヵ月間、2 学

校において7歳から11歳までの児童にアンザリ湿原の重要性や廃棄物の分別方法を教えた。 
 
ギラン州 Recycle Institute の下部組織 Recycle Organization（ラシュト市が活動範囲）の支

援で 2005 年に 80 村および 200 学校で、2006 年には 30 村（11,000 世帯）および 120 学校で、

廃棄物管理の環境教育を実施した。この調査に先立って、各地区代表者をアンザリ湿原環

境管理センターに集め、環境教育で行う内容について説明した。2006 年に実施した 30 村に

は、アンザリ湿原周辺の Anzali、Someeh Sava、Rezvabshahr の 3 村が含まれている。講義で

は、①簡単なテキストを使用して環境について話をし、次に、②自作の環境に関する映画

を見せた。 
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学校の授業時間の中には環境教育のための時間はないので、ラシュトにある教育省の許

可を受けて、数学の時間などを割いて行っている。また、4 年生、5 年生の各クラスで 3 人

を選び、NGO 提案の環境教育に関する新聞を教室に貼る手伝いをお願いしている。 
 
サブスカラ（NGO） 

1999 年に設立された NGO で、50 人のボランティアスタッフで構成されており、プロジ

ェクトごとの資金援助を受けている（主にカスピ海環境プログラム（CEP））。事務所家賃等

の費用は、代表の家族の寄付で賄われている。  
 
サブスカラ（NGO）は、カスピ海環境プログラム（CEP）からの 2,700US＄の支援で 2005

年に 3 種類の環境に関する本を出版した。これらの本は 1,000 部印刷し、小学校へ無料で配

布されている。また、イスファハン大学から講師を招き、ギラン州のエンジニアリング関

係者組織所有のビルで環境に関する講演を開催した。本研修にはギラン大学の教師、学生、

DOE の Expert が参加している。研修には自作の映像も使用した。またその他には、郷土樹

種を推奨した（松、杉ではなく、白樺など自生の木を利用）。 
 
(7) エコツーリズム 

観光省ギラン事務所によると、イラン全国で観光客の 3%がエコツーリストと考えられて

おり、エコツーリズムを重視する政府の政策に沿って、2006 年 3 月には DOE、MOJA、M/PO
が共同で国家エコツーリズム委員会を設置している。州エコツーリズム委員会は、各州に

設置されており、同ギラン州委員会は、およそ月に一度のペースで開催されている。同委

員会において事業・規制を決定した場合には、各管轄組織に事業・規制の実施を依頼する

こととしている。 
 
2-2 開発調査時のパイロット事業継続状況 

 

先行した開発調査では、ギラン州における既存の環境管理活動をレビューし、環境改善

に効果があり、かつ現在の関係機関の能力で実施が可能な環境対策を洗い出し、その対策

の一部をパイロット事業として実施している。本調査ではその後 1 年半の間に、イラン国

側によってどのように活動が継続され成果を収めているか、またその要因について関係者

からのインタビュー等を通して分析を行った。 
 
2-2-1 環境教育プログラム 

(1) 現状 
湿原教育センターにおいて、DOE の主催もしくは協力により、学生・環境省職員を対象

とした環境教育がしばしば行われている。また、Woman Society （NGO）が環境教育実施

前に、村落代表者を対象にセミナーを開催し、その後の 3 ヵ月間、2 学校の 7 歳から 11 歳

までの児童にアンザリ湿原の重要性や廃棄物の分別廃棄を教えた。 
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(2) 要因・提言 
アンザリ湿原の希少な動植物は国内外で有名であり、立地を生かした環境教育センター

の利用需要は潜在的に高い。また、開発調査において NGO を含めた環境教育研修が実施さ

れ、NGO に研修センターが広く認知されていた。 
今後、環境教育センターを活用して NGO を対象に環境教育の研修を実施することは、セ

ンターを中心とした環境教育の普及のため、また、環境に関心のある市民を増加させるた

めに効果は高いと考える。 
 
2-2-2 土壌流出対策 

(1) 現状 
植林された木の活着率は高い。蛇籠設置による小規模砂防ダムは機能しているが、岩石

で組み上げられたダムに崩壊の兆候が見えている。大規模でないため、崩壊しても影響は

少ないものと思われる。なお、わらマットは洪水で流出している。 
 
(2) 要因・提言 
成長が早い外来樹のスギ・マツが植林されていることが、良好な活着率に繋がっている

と考える。しかし、外来樹を植林することへの生態系への影響を危惧するNGO職員もおり、

景観および生物多様性の改善の側面からは、自生種の植樹が提案できる。 
蛇籠設置による小規模砂防ダムおよびわらマットのある地域は、山肌が岩石ばかりの土

砂流出の激しいところであり、雨期の激しい洪水で岩石が地すべりして崩落していること

が予想される。簡易に建設された蛇籠設置による小規模砂防ダムの耐用年数は短いことが

考えられ、今後この形式のダムを恒久物として建設する場合には、コンクリートを使用し

て建設する必要がある。 
 
2-2-3 汚水処理施設開発 

(1) 現状 
川沿いに建設されたため、基礎の下部が川水によってえぐられ、地盤沈下し停止してい

る（DOE 職員情報）。 
 
(2) 要因・提言 
建設場所の選定ミスである。川より離れた場所に建設するべきであった。 

 
2-2-4 アシ原水質浄化機能研究 

(1) 現状 
湿原水の出入り口付近の土砂が崩れて、機能していない。新規の施設建設の情報はない。

環境教育の目的の意図が環境省職員に理解されていない。 
 
(2) 要因・提言 
元々恒久的な構造物とする意図はなかった。開発調査で建設しているときに、施設の効

果が上手く職員に伝わっていなかったと思われる。環境教育のための施設として効果があ
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ると考えられるため、今後の施設の修繕・復旧が望まれる。 
 
2-2-5 ゴミ投棄防止キャンペーン 

(1) 現状 
大型ゴミ箱の周囲にゴミが捨てられており、このゴミ箱はほとんど利用されていない。

またゴミ箱の背後の川沿いに大量のゴミが投棄されている。 
 
(2) 要因・提言 
市民によると、ゴミは市が各戸の出入り口まで行って回収しており、家から離れたゴミ

箱まで持っていく周辺の住民はいない。ゴミを投棄している人の特定はできなかったが、

ゴミが回収されない地域の住民による投棄、またはゴミを回収した業者の投棄などが考え

られる。 
 
2-3 他ドナー、国際機関の自然環境保全分野援助動向 

 
(1) 環境庁自然環境保護国際協力プロジェクト 

2006 年 11 月現在、環境庁自然資源生物多様性局は、以下の 4 つの自然環境保護国際協力

プロジェクトを管轄している。このうち、The project for protection of wetlands in Iran におい

て、アンザリ湿原は対象の 4 つの湿原には含まれていないことから、当プロジェクトは本

技術協力プロジェクトと重複するものではない。当プロジェクトは 2005 年中に実施される

計画であったが、大統領選などの影響で 2006 年 11 月の本調査時にも実施に至っていなかっ

た。 
 
表 7．環境庁自然資源生物多様性局が管轄する自然環境保護国際協力プロジェクト 

プロジェクト名（目的） 支援機

関 
期間 実施地域 

Asian Cheetah and its related ecosystems 
protection project 
（チーターおよびその生息地の保護） 

UNDP, 
GEF 

2001.9-xx Naay 
Bandan-e-Tabass 
W/R, Turan N/P, 
Dareh Anjir W/R, 
Seyah Kouh P/A 

Bio-diversity protection project in the Zagross 
Mountains ecosystems 
（Zagross 山脈の生物多様性保護） 

UNDP, 
GEF 

2004-xx 9 provinces, Central 
Iran  

Development project of the wetland regions and 
flight path networks for the protection of the 
Siberian Crane and other waterfowl in Asia 
（シベリア鶴その他水鳥の保護） 

UNEP, 
GEF 

2002-2007 Iran 全国、China, 
Russia, Kazakhstan 

The project for protection of wetlands in Iran
（生物多様性保護・持続的利用・関係機関の
協力構築） 

UNDP, 
GEF 

2005-2012 Orumiyeh, 
Dasht-e-Arjan and 
Parishan, Miankaleh 
and Khor Khouran 
wetlands 

*W/R: Wildlife Refuge, N/P: National Park, P/A: Protected Area 
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(2) カスピ海環境プロジェクト 
Caspian Environment Program (CEP)は、ソ連崩壊後、カスピ海沿岸諸国における国境を越

えた環境保全政策の必要性から生まれた環境保全プログラムである。対象地域は、アゼル

バイジャン、イラン、カザフスタン、ロシア、トルクメニスタンの 5 カ国で、カスピ海の

環境について持続的な開発と管理を目的としている。イランでは、ギラン州、マザンダラ

ン州、ゴレスタン州のカスピ海沿岸 3 州で様々な環境プロジェクトが実施されており、テ

ヘランに統括する事務所がある。 
ギラン州では、アンザリ湿原環境管理プロジェクト（185,000 ドル）や NGO の環境教育

活動（2,700 ドル）を支援している。アンザリ湿原環境管理プロジェクトの概略を下記に示

す。 
 
(3) CEP アンザリ湿原環境管理プロジェクト 
アンザリ市内にある環境庁アンザリ・ラボラトリーがある建物の 2 階に事務所を構えて

いる。 
 

CEP のホームページによると（CEP E-Bulletin）、アンザリ湿原管理のための政策・戦略

の構築を最終目的としているが、本事前調査での当該プロジェクトのマネージャーUser Fili 
Zadeh への電話インタビューでは、当該プロジェクトの目的が、カスピ海の水位変動がアン

ザリ湿原の生態系および住民の生活に与える影響の研究調査であることが確認された。カ

スピ海の水位変動に関る研究は、ロシアなどの周辺諸国でも行われている2。また、環境庁

は参加団体であるが、人員の派遣はしておらず、DOE はじめ政府機関は実施に深く関って

いない。政策戦略的な内容が含まれておらず、本技術協力プロジェクトと重複することは

ないが、当該プロジェクトは本技術協力プロジェクトと対象地域が同一であり、当該プロ

ジェクトにおいても湿原周囲の社会経済調査を実施することから、情報の共有化のために

本プロジェクト開始段階から協力関係を築くことが望まれる。 
 
表 8．CEP アンザリ湿原環境管理プロジェクト 

プロジェクト名（目的） 支援機関 期間 実施地域 
Anzali Lagoon Adaptive Management 
Project 
（カスピ海の水位変動が生態系および住
民の生活に与える影響の研究調査） 

CEP 2006.5-
2008.5 

Anzali Lagoon and the 
surrounding area 

 
 

 

                                            
2 カスピ海の水位は近年減少傾向にあるが、CEP ホームページによると、カスピ海の流入水量の 80%を賄

うロシア・ボルガ川のダム建設が主要因であるとされている。 
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第 3 章 プロジェクトの基本計画 

 
3-1 プロジェクト戦略 

 
3-1-1 マスタープランからのプロジェクト目標の抽出 

開発調査で作成された M/P にて計画されている「湿地の総合的管理」を実現することが

最終目標であるが、「2 年間の技術協力プロジェクトによる支援」を想定し、M/P で挙げら

れている“早急に実施すべき 23 事業”の中から最も核となる「環境庁（DOE）を中心とし

た湿原管理システムの基礎構築」をプロジェクト目標とする。湿原管理システムとは湿原

内外に存在する劣化原因への対策を検討するセクター横断的な組織的枠組みと環境モニタ

リング手法、環境ゾーニング手法等の技術的側面を含んだものである。本プロジェクト目

標を抽出した詳細理由は以下のとおり。 
 

 M/P3の最終目標である「湿地の総合的管理」を実現するためには、M/P の根幹と考

えられる湿原管理計画、組織制度計画、環境教育計画に焦点を当て、環境の変化に

柔軟に対応できる保全システムを構築することが開始当初の取組みとして効果的

と考えられる。これを整備することで各機関が所掌する個々の問題への取り組みが

より効果的に行われることが期待できる。 
 両国の投入は限られているため、外部のネガティブインパクトが集積している湿原

に対象を絞り DOE を中心とした保全管理システムを立上げ、その後対象域を広げ

対策を講じていくことが適当と思われる。 
 個々の問題への取組みは不十分ながら実施されている。他方、縦割り行政の現状で

セクター横断的な組織的枠組みを構築することは国内関係機関のみでは困難で、本

プロジェクトのような外部者が関与した取組みの中で行うことが効果的である。 
 

プロジェクトをイラン側に移管する 2009 年のプロジェクト終了時には、M/P 全体の計画

実施の方向性を確立し、その後はイラン側による自立発展を促し総合的な湿原管理の達成

を目指す。 
本調査では、このプロジェクト目標はイラン国側要請内容と合致するものであり、DOE

始め関係各機関がその必要性を強く認識していることを確認している。 
 
 
 
 
 
 
 

                                            
3 マスタープランの実施は 15 年間を想定している。 
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3-1-2 保全戦略：順応的管理 

 湿原およびその周辺地域の自然環境は、湿原内外に存在する様々な影響を受け刻々と変

化している。そのため、湿原の保全を行う場合、そのような環境の変化に柔軟に対応し、

対策を講ずることが肝要である。具体的には、科学的データに基づいた管理対策を決定/実
施し、その後モニタリングを通じて管理対策を評価し更なる対策を検討する仕組みが必要

である。本プロジェクトでは、このような管理手法（順応的管理と呼ぶ）を基本コンセプ

トに、上記湿原管理システムの構築を行う。組織的枠組みの構築に合わせ、1．基礎データ

の収集、2．環境ゾーニング（ゾーン毎の規制等の設定）、3．モニタリング、4．モニタリ

ング結果のフィードバック、の一連の活動について技術移転を行い、順応的管理を可能と

する基礎能力の向上を図ることとした。 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 基礎調査の実施（ベースライン・データ）：地元大学、NGO、農業省

（役割）基礎情報の収集：水質や指標生物の個体群動態調査を行う。 

3. モニタリングの実施・データベースの構築：ギラン州DOE他 

（役割）環境変化の指標データ収集：モニタリング指標は、規制しよう

とする環境項目によって決める必要がある。先ずは、ギラン州DOEが
所掌する環境項目に絞ってモニタリングを開始する。 

4. 管理活動の評価・提言 ：ギラン州DOE 

（役割）環境変化に基づく管理対策の評価・提言：実施した管理対策の

成果を評価し、問題を明確にし、更なる管理活動を提言。 

2. 湿地管理対策の実施 : ギラン州DOE（合同審査・協議・決定組織）

（役割）意思決定：データに基付き湿地管理対策を決定する。水質悪化

であれば農薬の規制、鳥類や魚類の個体数減少であれば捕獲上限量の

再設定や取締りの強化、ゾーン毎の規制や管理強化等を含む。 

フィードバック

 

・湿原管理計画 

・環境教育計画 

・組織制度計画 

・流域管理計画 

・下水・排水管理計画 

・廃棄物管理計画 

イラン政府による実施 

日本の技術協力

2007 年 2021 年 2009 年 

自立発展 
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3-1-3 湿原管理のための組織的枠組み（湿原管理委員会） 

 湿原管理システムの組織的枠組みは、湿原管理に関係する全機関が参加した組織的枠組

みが必要であるが、縦割り行政の状況の中、開始当初から全機関を含めた活動を展開する

ことは困難である。また、協力機関も 2 年と限られていることから、本プロジェクトでは

その基礎となる DOE を中心とした小規模な組織的枠組み「湿原管理委員会」を設立するこ

ととした。プロジェクトの開始当初の参加機関は以下のとおりとした。 
 
-  DOE (Department of Environment) 
-  MOJA (Ministry of Jihad-e-Agriculture) 
-  GWWC (Guilan Water and Wastewater Company) 
-  CHTO (Culture, Heritage, and Tourism Organization) 
-  MOE (Ministry of Energy) 
-  M/PO (Management and Planning Organization, Guilan Provincial Office) 
- その他の関係機関 
 
また、立上げ期に当たるプロジェクト期間中は、以下の通り調整機関的な機能からスタ

ートさせることをイラン国側と合意した。 
 

 DOE および他の関係機関による保全活動への助言 
 総合的湿原管理のため関係機関間のコミュニケーションと調整の向上 
 適切な湿原管理のための関係機関の意識向上 
 湿原管理に関連するデータと情報の共有 
 適切な湿原管理を実施するためのすべての活動への助言 

 
プロジェクト期間中は時間が限られていることもあり関係機関の数も限定しているが、

将来的にはさらに多くの関係機関が参加することにより、的確な対応が可能となることが

期待される。 
 
3-2 マスタープラン 

 
3-2-1 基本情報 

・対象地域 
プロジェクト対象地域は「イラン国ギラン州アンザリ湿原とその周辺地域当該地域」とす

る。当該地域は、以下の理由により選定された。 
 渡り鳥の越冬、中継、繁殖地として重要であり、ラムサール条約に登録されてい

るが、下水･排水や上流域からの土砂の流入、廃棄物の投棄等により、水質は悪化

し富栄養化状態となり、保全措置の必要性が高い。1993 年にはモントルーレコー

ドに登録されている。 
 M/P で提案されている、総合的湿原管理のための組織的枠組みの基礎が構築され

ることが期待されている。 
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 類似の問題を抱える湿原が国内に多く存在しており、プロジェクト活動の成果を

応用できる地域が比較的広い。 
 

・対象者 
DOE ギラン事務所職員およびプロジェクト活動に参加する関係機関職員（約 100 人）    
                        

・協力期間 
2007 年から 2 年間（2007 年 4 月から 2009 年 3 月を想定） 

 
3-2-2 プロジェクト目標と上位目標 

・上位目標 
「DOE を中心としたアンザリ湿原管理体制により、順応的管理が実践される。」 
上位目標はプロジェクト目標が達成された結果として発現することが期待される状態、つ

まり正のインパクトを示す。プロジェクト終了後 3 年ないし 5 年という期間に達成される上

位目標「順応的管理が実践される」は、プロジェクト内で構築された「管理体制の基礎」が

持続的に機能していくことによって達成可能な目標である。モニタリング等科学的データを

基礎に、湿原環境問題へのそれまでの対策が、委員会で 1 年に少なくとも 1 回は評価・見直

しがなされることを想定している。 
 

・プロジェクト目標 
「組織的および技術的側面を含む、DOE を中心としたアンザリ湿原管理のための基礎シス

テムが構築される。」 
管理体制の基礎構築とは、指標にある通り、科学的データに基づいた湿原管理活動計画が

委員会の合意のもとに示されることを指す。プロジェクト目標は 5 つの成果が達成されるこ

とによって発現される構成となっている。また、本プロジェクト目標を達成することにより、

上位目標の達成に貢献する。 
 
3-2-3 アウトプット 

アウトプット 1：DOE を中心とした総合的湿原管理のための組織的枠組みの基礎が構築

される。 
活動： 
1-1 アンザリ湿原管理に関係する各機関の湿原管理への問題点/課題を整理・分析する。

1-2 湿原管理システム計画を作成する。（組織構成、構成員、役割、責任等） 
1-3 湿原管理システムの一部としての委員会設立に関し、関係諸機関の合意形成を行う。

1-4 DOE が中心となる湿原管理システムで重要な役割を担う湿原管理委員会を発足させ

る。 
1-5 DOE 職員に対し、委員会管理のための OJT を行う。 
1-6 関係機関職員に対し、湿原管理への理解向上を目的とした研修を行う。 
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アンザリ湿原では、下水･排水や上流域からの土砂の流入、廃棄物の投棄等、湿原外部か

らの様々な環境の影響により、水質や景観の悪化が進行している。プロジェクトでは、第

一に湿原周辺環境を管理する各機関における活動情報を収集し、整理する。さらに、湿原

管理における関係機関の役割・責任を明確にした上で、湿原管理委員会を発足させる計画

である。環境負荷を最終的に受ける湿原内の監視・モニタリングを実施しているのは DOE
であることから、委員会は DOE を中心とすることが適当と考えられる。以前設立された「ギ

ラン州土地利用・環境・人口作業部会（WGLEP フォーラム）」が形骸化したことを踏まえ

て、プロジェクトは、DOE 職員に対する委員会管理のための OJT、関係機関職員に対する、

湿原管理への理解向上を目的とした研修を通して、湿原管理委員会が継続するように働き

かける。 
 
アウトプット１の達成は、（1）湿原管理委員会の発足、および（2）湿原管理委員会の開

催回数をもって測る。 
 
アウトプット 2：湿原管理のためのモニタリング手法が確立される。 
活動： 
2-1 各機関で実施されているモニタリング活動および関係者の能力、機材に関する情報を

収集する。 
2-2 湿原保全に必要な指標（水位、水質、生物指標等）を決定する。 
2-3 データの収集、分析、集積（データベース）の方法を決定し、マニュアルに取りまと

める。 
2-4 湿原管理委員会にモニタリングマニュアルが提示され、合意を得る。 
2-5 モニタリング方法に関する研修を実施する。 

 
湿原管理に関係するモニタリングを実施している、もしくはその責務を有する機関は多

機関（DOE, MOE 水資源局、MOJA）あり、プロジェクトでは現在各機関で実施されている

モニタリング活動および関係者の能力、機材に関する情報を収集し整理する必要がある。

その上で、湿原保全に必要な指標（水位、水質、生物指標等）を決定し、データの収集方

法等を含むマニュアルを作成する。 
 
モニタリングは各機関において、常時または予算が付いた場合に実施されていることか

ら、一定レベルの技術水準にあることが予見される。よって、モニタリング方法に関する

研修では、技術的側面のみならず、計画・管理などのマネジメントや、収集・分析された

データを基にした規制の制定・評価の基本的な考え方についての講義が、含まれることが

期待される。 
 
アウトプット 2 の達成は、（1）指標、データ収集および分析を含むモニタリングマニュ

アルの完成および（2）モニタリングマニュアルに基づくデータ収集の開始によって測られ

る。 
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アウトプット 3：ゾーニングが確定され、アンザリ地域の社会・経済状況および環境に

配慮したゾーン毎の管理計画（規制および規則）案が作成される。 
活動： 
3-1 アンザリ湿原およびその周辺における社会・経済調査を実施する。 
3-2 社会・経済調査の結果をもとに、M/P で提案されたゾーニング案の見直しを行い、ゾ

ーン毎の規制案を策定する。 
3-3 ゾーニング案、社会経済調査結果および規制案を関係機関会議で説明し、フィードバ

ックを得る。 
3-4 ゾーニング案（境界線および規制案）を作成し、湿原管理委員会の協議のために提示

される。 
 

DOE は M/P で提案されたゾーニング案に基づき湿原管理を行っているが、現在の自然環

境や社会経済活動にそぐわない部分が発生している。また既述の通り、規制を伴うゾーニ

ングは変化する環境に対応させていくことが必要であるため、ここでは一連の改訂作業を

通し、それに係る能力向上を図ることとする。規制は当該地域で活動している観光ボート

業者、農民、猟師および漁師に経済的影響を及ぼすことが想定されることから、影響を受

けるグループ（ステークホルダー）の意見を反映して、マイナスの影響を軽減するための

対策を検討することとする。社会経済調査結果を反映したゾーニング図案は、関係機関で

その内容の協議・見直しを行い、実際にゾーニングする場合に必要な行政手続については、

特に中央省庁も含めた関係機関で確認することが必要となる。 
 
アウトプット 3 の達成は、各ゾーンの規制を含むゾーニング図案の完成によって測るこ

とができる。 
 
アウトプット 4：アンザリ湿原環境教育センターを活用した環境教育の基礎が確立される。

活動： 
4-1 ギラン州で実施されている環境教育活動および使用教材についての情報を収集する。 
4-2 マスタープランのパイロットプロジェクトの結果を参考に、湿原環境教育センターを利

用した環境教育アクションプランを作成し完成する。（ファシリテーター養成計画を含

む） 
4-3 湿原管理委員会において上記アクションプランが合意される。 
4-4 上記アクションプランで利用される環境教育教材を作成・完成する。（視聴覚教材  を

含む） 
 

M/P にも触れられている通り、環境教育はステークホルダーによりその必要性とアプロー

チが異なる。プロジェクト期間と投入に限りのある状況下、本プロジェクトは、開発調査

でのパイロット事業の有効性が検証された、アンザリ湿原環境教育センターでの環境教育

に焦点を当て実施することとする。対象は学生を含む地域住民である。 
ギラン州では、DOE 以外で NGO などがこうした環境教育を実施していることから、NGO

等の活動状況に係る情報を収集し、体系的に整理した上で、環境教育センターに適する教
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育内容を特定することが必要となる。既存の環境教育は、講義を前提としたプログラムが

組まれており、M/P 調査で環境教育センターに整備された双眼鏡などの機材の活用や湿原に

あるセンターの立地を生かした環境教育計画が作成されることにより、妥当性の高い成果

が生まれると考えられる。M/P では、「環境教育センターを利用した湿原環境教育プログラ

ム」および「コミュニティーによるリサイクル」のパイロット活動を実施し高い評価を得

ており、これらの内容を参考にした上で環境教育アクションプランを作成することが特に

期待される。さらに、湿原管理委員会における環境教育アクションプランについての検討

も踏まえた、より質の高い教育プログラムが形成されることが期待される。DOE は、これ

までにも環境教育を実施していることから、プロジェクト終了後も環境教育は継続される

可能性が高い。 
 
現在、湿原は個人が自由に利用あるいはゴミを投棄する場所になっており、廃棄物の集

積がみられる。この現状を放置すれば湿原の汚染はさらに悪化することとなろう。湿原を

完全に監視することは現実的に不可能であることから、規制対策のほかに、個人の自発的

抑制が求められる。その一方で、規制だけでは息苦しい社会をつくりかねない懸念がある。

そのためには、環境教育を通じて、自然保護の重要性に各人が気づき、そこから保護のた

めの行動へつなげていくことが期待される。環境教育における国際的規範であるベオグラ

ード憲章やトビリシ宣言で重要とされている、「参加・気づき・行動」をアクションプラン

に取り入れ、環境管理の持続的な発展にも役立つことが期待される。 
 
アウトプット 4 の成果は、（1）環境教育アクションプランの完成、および（2）環境教育

アクションプランに必要な教材の完成によって測ることができる。 
 
アウトプット 5：エコツーリズムの基礎が確立される。 
活動： 
5-1 民間を含む関係機関がギラン州で実施しているエコツーリズム事業に関する情報を

収集する。 
5-2 マスタープランのパイロットプロジェクトの結果を参考に、エコツーリズムアクショ

ンプランを作成し完成する。（研修、インフラ整備計画を含む） 
5-3 湿原管理委員会において上記アクションプランが合意される。 
5-4 エコツーリズム用小規模施設を整備する。（木道、観察小屋、サインボード等を想定）

 
ギラン州で実施されているエコツーリズム事業の数は少ないと考えられるが、GCHTO、 

DOE、NRGO、M/PO が共同でギラン州エコツーリズム委員会を設置し、州を上げてエコツ

ーリズムへの取り組みを開始しており、既存情報の収集は必要である。また、M/P では、エ

コツーリズムが試行的に行われ、その結果魅力のある施設と質の高いプログラムの整備の

必要性が明らかになっていることから、プロジェクトではこれらの課題に取り組んでいく。

プロジェクト終了後にエコツーリズムを実施する際には、広報などの面で観光を管轄する

GCHTO の協力が重要であり、プロジェクトの活動中にも GCHTO との密接な連携が望まれ

る。 
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アウトプット 5 の指標は、（1）エコツーリズムアクションプランの完成、および（2）エ

コツーリズム用小規模施設（開発調査で行ったと同程度の木道や観察小屋の設置程度）の

整備を想定している。 
 
3-2-4 投入計画 

＜日本側投入＞ 
（1） 専門家派遣 

以下の分野の専門家を派遣する。またその他の分野の専門家については必要に応じ派遣

を検討する。 
1) チーフアドバイザー/組織・制度整備 
2) 湿原管理/モニタリング 
3) ゾーニング 
4) エコツーリズム 
5) 環境教育 
6) 業務調整 

 
（2） カウンターパート研修 

本邦もしくは第 3 国研修を必要に応じ年 1～2 名行う。 
 
（3） 資機材の供与 
プロジェクト基本計画を基に活動に必要と考えられる資機材を選定し、その中でイラン

国側で調達が困難な機材のみ日本側供与機材として選定した。エコツーリズムでの利用を

目的に設置される木道、観察小屋等については資材費のみ日本側が負担し、その他の経費

についてはイラン国側で負担することとした。またプロジェクト車両 2 台は日本側が供与

することとし、ドライバーは DOE が配置することを確認した。 
 

• 車両  2 台 
• デスクトップ型パソコン  1 台 
• ラップトップ型パソコン  1 台 
• レーザープリンター  1 台 
• コピー機  1 台 
• プロジェクター  1 台 
• プロジェクター・スクリーン  1 台 
• テレビ  1 台 
• DVD プレイヤー  1 台 
• エコツーリズム簡易施設用資材  1 式 
 

＜イラン側投入＞ 
（1） プロジェクト・カウンターパートの配置 

以下のカウンターパートが配置される。 
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1) プロジェクトディレクター（環境庁自然環境・生物多様性局局長） 
2) プロジェクトマネジャー（環境庁ギラン州事務所所長） 
3) 組織・制度整備担当 
4) ゾーニング担当 
5) モニタリング担当（水質、動植物） 
6) エコツーリズム担当 
7) 環境教育担当 

 
（2） 施設の提供  

ラシュト市内にある環境庁ギラン州事務所に執務室が提供される。 
 
（3） 運営管理費 

プロジェクトの運営管理費はイラン政府の財政措置により手当てされる。 
 
（4） 資機材 

• ラボラトリー用資機材  1 式 
• デスクトップ型パソコン  1 台 
• カラープリンター  1 台 
• ビデオカメラ  1 台 
• 環境教育用教材  1 式 
• エコツーリズム簡易施設工事  1 式 

 

3-2-5 前提条件と外部条件 

 
本プロジェクト実施のための前提条件は、事業対象地域の治安状況が悪化しないこと、

および対象地域で鳥インフルエンザが流行しないことである。鳥インフルエンザが流行し

た場合は、対象地域への立ち入りが制限される可能性が高い。 
 

プロジェクトの成功を左右する重要な外部条件は PDM に要約されている（別添資料 1 
Annex3）。また、これらの外部条件のリスク分析は表 9 に示すとおりである。リスク要因の

うち、プロジェクトの中で対処することにより緩和できるものについては、PDM の中に取

り込んでいる。 
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表 9．リスク分析4 

リスク リスクを緩和するために考えられる手段 
プロジェクト目標から上位目標へ 

1. 湿原管理関係機関によって湿原管理に関する

予算措置を含む必要な対策が継続しない。 

 

2. 湿原が自然災害により深刻な被害を受ける。

     

3. 湿原環境を急激に変化させるほどのカスピ海

の水位変動が起こる。 

 

1. DOE が中心となる湿原管理委員会を発足さ

せ、関係機関職員に対し、湿原管理への理解

が向上するように活動を通して働きかける。

（活動 1-4, 1-6） 

2. 現状をモニターし、可能な範囲で対応策の検

討を申し入れる（リスクを回避する具体的な

手段はない）。 

3. 現状をモニターし、可能な範囲で対応策の検

討を申し入れる（リスクを回避する具体的な

手段はない）。 

成果からプロジェクト目標へ 

1. アンザリ湿原管理政策に影響を与えるような

急激な地域経済の変動が起こる。 

2. アンザリ湿原の管理活動（モニタリング、環

境教育等）に必要な人員が確保されない。 

 

1. 地域の経済状況をモニターして、管理政策が

適正か否かについて定期的に検討する。 

2. 各管理活動に参加する人員について所属機関

から、例えば「Ｘ人の配置を約束する」とい

うコミットメントを受ける。 

活動から成果へ 

・ プロジェクトの期間中、各活動の主要メンバー

の異動が行われる。 

 

・ 各活動に参加する人員について、例えば「Ｘ人

の配置をＸ年は継続する」というコミットメン

トを受ける。リスクを分散させるため、各活動

について補佐する人員の配置を関係機関に働

きかける。 

                                            
4 表 1 で示したリスクは、PDM 上では「外部条件」の項に示されている。PDM では外部条件は、プロジェ

クトを成功させるために必要であるが、プロジェクトではコントロールできない条件として定義付けられ

ているため、肯定的な表現になっている。 
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第４章 本件実施上の留意点 

 
4-1 DOE テヘラン（本庁）との連携 

 

 プロジェクト目標である組織横断的な枠組みの構築は組織間の連携が必須であり、イラ

ンにおける縦割り行政の状況下、州レベルでの連携でも中央レベルでの調整・根回しは必

要となる。したがって DOE テヘランが中央レベルで果たすべき役割は極めて大きい。他方、

今回の調査では自然環境・生物多様性局長よりプロジェクトに係るすべての権限をギラン

事務所に移すことも可能との発言も出されている。仮にそのような権限委譲がなされた場

合でも、本プロジェクトでは、DOE ギラン事務所をはじめ地方レベルでの連携・調整を行

うと同時に、DOE テヘラン（本庁）のプロジェクト活動への関与とオーナーシップの醸成

を積極的に進めていくことが重要である。 
また、DOE ギラン事務所におけるプロジェクト経費5は DOE テヘランから直接配分され

る構造になっており、イラン国側予算確保の面からも DOE テヘランの理解を得ていくこと

は必要である。 
現場レベルでの活動に集中するあまり中央との関係が構築できていないケースも他案件

では見られることから、十分注意すべきである。 
 
4-2 関係機関との連携 

 

 本調査では、関係各機関が組織横断的な枠組み構築の必要性を理解していることは確認

された。しかし、イラン国に限らず組織を越えた連携体制を構築することは非常に難しい

のが現実である。特に本プロジェクトは多機関を対象とするため、その調整に多くの時間

を要することは容易に予想される。そのためプロジェクト実施に際し、実施可能な部分か

ら連携を開始していくことが現実的である。それぞれの活動ごとに現状に即して適切な連

携形態を見出すことも必要である。また、多数の組織からなる湿原管理委員会が効果的･効

率的に事業を実施するにはギラン州政府の支援は不可欠であり、こことの連携は特に重要

と言える。 
また、開始時の連携体制の構築には、開始後速やかにワークショップを行い、関係者間

の問題認識を確認するとともに湿原管理に対する意識啓発を行うことが有効と思われる。 
 
ギラン州には観光省ギラン事務所を中心としたエコツーリズム委員会が発足しており、

DOE を含む複数の機関が参加し、州内のエコツーリズム振興を図っている。本プロジェク

トにおける関係機関との連携の参考となろう。 
 
 
 

                                            
5 事務所運営管理費は州予算から配分されている。 
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4-3 協力終了後の自立発展を見据えた活動の展開 

 

 プロジェクトで構築する組織的枠組みは事業実施に際しての調整機能を有するもので、

将来的には M/P で提案されているような湿原管理を一元的に行う実施機関の役割を担うこ

とが期待される。しかし、実際にはその過程には関係機関との所掌の整理や財源の問題、

組織自体の位置づけなどイラン国側のみでの解決が難しく、組織発展の阻害要因となるも

のも多い。そのためプロジェクトでは、協力期間中から長期的視野のもと、協力機関終了

後の発生が予想できる事項については積極的に解決に取り組み、協力終了後の組織の持続

発展性を高める取り組みを期待したい。またその上で、終了時までには組織の将来あるべ

き姿についてイラン国側と十分に検討を行い、その方向性を明確に示すことが必要である。 
 
4-4 アクションプラン（環境教育、エコツーリズム）作成における NGO、民間団体との連    

携 

 

 アンザリ地域の環境教育およびエコツーリズムに関する活動は、公的機関よりもむしろ

NGO や民間団体が積極的に行っている。特に環境教育についてはローカル NGO が国際機

関や国際 NGO から資金援助を受け比較的規模の大きい活動を展開しており、今後もこの傾

向は変わらないと思われる。そのため成果 4 および成果 5 では、これらとの関わりを念頭

に置いたアクションプランの策定が必要である。 
 
4-5 本プロジェクトに求められる専門家 

 

本プロジェクトに派遣されるチーフアドバイザーは、上述の通り多機関との連携をイラ

ン国側 C/P とともに粘り強く行うという業務の性質上、組織･制度整備の経験のみならず、

関係者との信頼関係の構築、柔軟な思考力、臨機応変に対応できる行動力が必要である。

さらに、プロジェクト期間が 2 年間と短いことから、高度なプロジェクトマネージメント

能力と強いリーダーシップが求められる。 
 
4-6 コミュニケーション（使用言語） 

 

 ギラン州各機関を相手に活動を行う場合、英語でのコミュニケーションは十分な理解を

得ることが難しく、ペルシャ語が望ましいことが事前調査で確認された。そのため、専門

家が赴任する場合、ペルシャ語⇔英語、もしくはペルシャ語⇔日本語の通訳の傭上を検討

すべきである。DOE ギラン事務所においては、局長を含めその大多数の職員が英語での意

思疎通は難しい状況にある。他方、DOE テヘランをはじめ中央レベルでは英語でのコミュ

ニケーションに支障はない。 
 
4-7 要請書の取り付け、事務手続き 

 

 協力期間が 2 年間と限られていることもあり、計画された成果を達成させるには効率的
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な事業の実施が不可欠である。しかし DOE を含むイラン国政府は JICA による技術協力プ

ロジェクトに不慣れなこともあり、プロジェクト実施上必要となる要請書（A1、A2,3 、A4
フォーム）の提出に数ヵ月要するケースがある（JICA イラン駐在員事務所情報）。そのため、

プロジェクトチームおよび JICA側はその点を十分考慮し前広に手続きを行うことが必要で

ある。 
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第 5 章 プロジェクトの実施妥当性 

 
5-1 妥当性 

 
（1）緊急性 
イラン国のカスピ海沿岸に位置するアンザリ湿原（約 193km2）は、渡り鳥の飛来地とし

て重要な役割を果たしており、1975 年には 150 km2 がラムサール条約に登録された。しか

し、近年、州都ラシュト市、湿原に隣接するアンザリ市等から流入する生活廃水や屎尿、

家庭ゴミの不法投棄、流域の土砂の堆積、農工業の排水、カスピ海の水位変動などを背景

に湿原の水質が悪化し、汚泥の堆積が見られる。また、アオコやヘドロが堆積しているこ

とから、富栄養化が進行していることが伺える。1993 年には優先的な保全措置が必要な湿

地として、ラムサール条約のモントルーレコードに記載された。イランは、環境保全に係

る国家政策の一つとして、湿原の保全促進に率先して取り組むこととしているが、包括的

な対策を講じる知見が不足していることから、これまで有効な対応ができないままでいる。

湿原の生態系は生物相互の微妙な関係の上に成り立っており、一度破壊されると回復は難

しい。湿原生態系の重要性・脆弱性と人為的影響の増大を鑑みれば、湿原の保全と持続的

な利用につながる取組みは緊急の課題であるといえる。 
 
（2）ターゲットグループや地域社会のニーズ 

本プロジェクトの内容は、ターゲットグループのニーズに即している。DOE を中心とし

たアンザリ湿原管理体制は、行政サイドで求められている複数機関の調整役であり、その

構築は湿原の総合的管理の促進につながる。プロジェクト終了後、アクションプランに沿

って進められる環境教育およびエコツーリズムに参加する住民は、自然への理解を深め、

環境の管理と利用に関して、幅広い情報にもとづいた意思決定をする技能と知識を身につ

けることが期待される。また、対象地域であるアンザリ湿原周辺のホテルなどの観光業者

や近隣の漁業関係者も湿原の保全を通して最終的な便益を受ける。さらに、イラン国では

22 ヵ所の湿原がラムサール条約に登録されているが、そのうちアンザリ湿原を含めて 7 ヵ

所がモントルーレコードに記載されている。プロジェクト活動の成果である湿原保全のた

めのセクター横断的な組織はイランでは例がなく、モントルーレコードに記載されている

他の湿原の管理において参考となる。 
 
（3）国家および州政策との整合性 
イランはラムサール条約及び生物多様性条約の締結国であり、その責務に基づき、アン

ザリ湿原内の保護地区は環境庁が管理運営している。「国家社会経済文化開発第 4 次 5 ヵ年

計画」（2005～2009）および「国家生物多様性戦略」（環境高等審議会 EHC、2002）などに

おいても、環境保全は最優先課題である。2002 年の 3 月には、地元の国会議員が中心とな

り、アンザリ湿原に関する調査研究及び管理強化のための予算の追加的配分を求める文書

が大統領まで提出されている。地方の政治家レベルでは、アンザリ湿原が、生物多様性・

地域経済発展のために重要な役割を果たしていることが既に認識されている。よって、本
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調査はイランにおける国家計画、環境庁の戦略、ギラン州の取組み等に整合している。 
 
（4）他国際機関との役割分担 
イラン国では国連開発計画の支援により、地球環境ファシリティ（GEF）の資金を利用し

た国内の代表的湿原の保全プロジェクトが計画されており（2005 年の実施予定であったが

延期されている）、4 つの湿原を対象としている。アンザリ湿原は、対象の 4 つの湿原には

含まれていないことから、国連開発計画の事業と重複するものではなく、役割分担が図ら

れているといえる。また、カスピ海環境プログラム（CEP）の支援により、2006 年 5 月よ

り開始された The Anzali Lagoon Adaptive Management Project は、カスピ海の水位変動が湿原

の生態系に与える影響および湿原周囲の住民の経済活動に与える影響の調査・分析・記録

を目的としており、本プロジェクト内容と重複することはない。ただし、当該プロジェク

トとは対象地が同一であり、協力関係を築くことが望まれる。 
 
（5）日本 ODA 方針および技術力との合致 
本プロジェクトは我が国の ODA 政策方針にも沿うものであり、イランへの基本的援助方

針と整合している。1999 年７月、イラン両国で行われた政策協議において、環境保全及び

公衆衛生の分野は、対イラン技術協力における重点分野の１つである。JICA は、技術協力

プロジェクトについては、メキシコ国ユカタン半島湿原保全計画（2003 年 3 月 1 日～2008
年 2 月 28 日）モンゴル国湿原生態系保全と持続的利用のための集水域管理モデルプロジェ

クト（2005 年 4 月～2010 年 3 月）の経験がある。また日本は、湿原の総合的な管理に関し

ては釧路湿原再生事業の経験に基づく技術と知識を有しており、プロジェクトは現地に適

した技術を提供できると考えられる。 
 
総合的に見て本プロジェクトは、対象国・対象地域のニーズ、ターゲットグループのニ

ーズを反映するものであり、日本が技術協力を行うことの妥当性は高いといえる。 
 
5-2 有効性 

 
本プロジェクトの対象地域ならびにターゲットグループは明確に設定されている（3-2-1 

項参照）。プロジェクト目標は、組織的および技術的側面を含む、DOE を中心としたアンザ

リ湿原管理のための基礎システムが構築されることであり、プロジェクト終了時に達成さ

れるべき直接的な効果として明確に表現されている。またプロジェクト目標を達成するた

めに十分な活動と成果が計画され、活動を実施する上での戦略も記されている（3-2-3 項参

照）。プロジェクト目標の指標は目標の内容を的確に捉えている。 
 
5-3 効率性 

 

本プロジェクトの人員は、日本人専門家 6 名、フルタイムカウンターパート 7 名、短期

専門家（必要に応じ）、となっている（3-2-4 項参照）。成果を達成するための必要最低限の

人員配置が計画されている。 
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なお、本プロジェクトはギラン州 DOE において初めて実施される JICA 技術協力プロジ

ェクトである。また既述のようにプロジェクトの実施に際しては、さまざまな政府機関お

よび NGO との協調・連携が必要とされる。 
 
5-4 インパクト 

上位目標の達成を左右するリスク要因は幾つかあるが、これらについては可能な限り、

具体的な活動あるいはアウトプットとしてプロジェクトの中に取り込んでいる（3-2-5 項参

照）。従って、本プロジェクトが、対象地域で順応的管理が実践される、という上位目標を

達成する可能性は高いと思われる。ただ、これまでに湿原のモニタリングはプロジェクト

などで予算が確保された場合のみ実施されており、順応的管理が実践されるためには、外

部条件にあるように、DOE を含む湿原管理の関係機関において予算措置を含む必要な対策

が継続し、人員が確保される必要がある。したがって、プロジェクト実施中に発足する湿

原管理委員会を通して関係機関にこれらの措置を働きかける必要がある。プロジェクト目

標から上位目標に至る外部条件である自然条件やマクロ経済条件は、プロジェクトでコン

トロールできないが重要な外部条件として PDM に書き入れてモニターする必要がある。 
 
上位目標以外の正のインパクトとしては、関係機関の機能強化、ギラン州の主要産業で

ある観光産業の発展につながる地域の魅力の向上などがあげられる。負のインパクトとし

ては、ゾーニングされた地域で、これまでより厳しい規制が設定された場合に、当該地域

で活動している観光ボート業者、農民、猟師および漁師が受ける経済的影響が想定される。

プロジェクトではこのような可能性に配慮し、規制する前に、経済社会調査を実施するこ

とを計画している。そこから、影響を受けるグループの意見に配慮して、マイナスの影響

を軽減するための対策が講じられることが必要である。規制を実施する場合には、環境保

全の重要性の理解を関係者間で深めるために、アクションプランで計画された環境教育を

通じた啓発活動に力を入れることが同時に求められる。なお、エコツーリズム用の簡易施

設は、小規模な施設が想定されており、環境に大きな負荷を与えるものではない。 
 
5-5 自立発展性（持続性） 

 

DOE は、「国家社会経済文化開発第 4 次 5 ヵ年計画」に沿って、生態系回復計画を策定し、

それに対して国家予算が割り当てられている。本プロジェクトはこれらの政策を実行に移

す具体的事業であることから、DOE が協力期間終了後も活動を継続していく可能性は高い

と考えられる。特にギラン州政府が果たすべき役割は重要で、予算措置はもとより、プロ

ジェクトで設立される組織横断的な枠組みの持続発展には州政府による調整が不可欠であ

る。 
 
社会・経済調査の結果をもとに M/P で提案されたゾーニング案の見直しを行い、湿原管

理に係る関係機関で構成される委員会において、ゾーニングされた地域の規制について同

意を得るための関係者間の協議が予定されており、それによってゾーニングが遵守される
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可能性は高められる。 
 
また、本プロジェクトは組織的持続性、技術的持続性についても配慮している。政府の

関係機関である DOE および農業開発機関である MOJA、上下水道管理機関である GWWC
等がプロジェクトの開始段階から関与することが予定されている。これらの機関は湿原管

理において重要な役割を果たす機関であり、当初からプロジェクトに関与することにより、

オーナーシップが高められる。また、関係機関職員の OJT や研修を実施し、湿原管理がプ

ロジェクト終了後も活動が継続されるように計画されている。 
 
ギラン州における DOE を中心とした湿原管理組織構築の成果をもとに、ギラン州内およ

び国内における他の湿原の保全でも、プロジェクトで得られた知見・技術の普及が DOE を

中心に継続される可能は高い。 
 
流域、下水・排水、廃棄物管理は、湿原管理の重要な政策的コンポーネントであるが、

プロジェクト外部の取組みである。流域、下水・排水、廃棄物管理の持続的な改善のため

に、環境教育およびエコツーリズムの継続を通じた、住民、NGO および事業者への啓発活

動による効果が期待される。 
 
5-6 総合評価 

 
本プロジェクトの総合的な実施妥当性は表 10 に示すとおり。 
 

表 10．プロジェクトの実施妥当性（5 項目による事前評価） 

評価基準 評価結果 説明 

妥当性 高い 

アンザリ湿原は、渡り鳥の飛来地として重要な役割を果たしており、その保

全と持続的な利用につながる取り組みへのニーズは高い。プロジェクトはタ

ーゲットグループのニーズに即しており、イラン政府および日本政府の政策

との整合性も高い。JICA はこれまでにも湿原管理に係る実施体制の整備を内

容とする案件を実施してきた経験があり、この観点から技術的妥当性も高い

といえる。 

有効性 高い 

プロジェクトの対象地域およびターゲットグループは明確に設定されてお

り、プロジェクト目標も明確に表現されている。プロジェクト目標を達成す

る上で十分な成果と活動が計画されており、基本戦略も示されている。プロ

ジェクト目標の指標は目標の内容を的確にとらえており、指標の入手手段も

適切に設定されている。 

効率性 普通 

人員については、成果を達成するために必要な投入が計画されている。なお、

円滑な実施に向けて、他の協力機関の実施・協力体制を確認することが重要

である。 
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インパクト やや高い  

プロジェクトでは湿原管理の基礎を包括的に形成するアプローチを取って

おり、上位目標を達成する可能性は高い。しかし、上位目標達成のためには、

湿原管理に係る機関において予算措置を含む必要な対策が継続し、人員が確

保される必要があり、プロジェクト実施中に発足する湿原管理委員会を通し

て関係機関にこれらの措置を働きかける必要がある。プロジェクト目標から

上位目標に至る外部条件である自然条件やマクロ経済条件は、プロジェクト

でコントロールできないが重要な外部条件として PDM に書き入れてモニタ

ーする必要がある。上位目標以外の正のインパクトとしては、関係機関の機

能強化、ギラン州の主要産業である観光産業の発展につながる地域の魅力の

向上などがあげられる。負のインパクトとしては、ゾーニングされた地域で、

より厳しい規制が設定された場合に、当該地域で活動している住民・業者が

受ける経済的影響が想定される。プロジェクトではこのような可能性に配慮

し、経済社会調査を実施し、影響を受けるグループに留意する必要がある。

規制を実施する場合には、環境保全の重要性の理解を関係者間で深めるため

に、啓発活動に力を入れることが求められる。 

自立発展性 普通 

本プロジェクトは環境庁が推進している生態系回復を目指す政策を実行に

移す具体的事業であることから、協力期間終了後も環境庁が活動を継続して

いく可能性は高い。関係機関職員の OJT や研修を実施し、環境管理がプロジ

ェクト終了後も継続されるような活動が計画されている。プロジェクト外部

の取組みである流域、下水・排水、廃棄物管理の持続的な改善のために、プ

ロジェクトで策定されたアクションプランに基づく環境教育およびエコツ

ーリズムの実施・継続を通した、住民、NGO および事業者への啓発活動によ

る効果が期待される。 
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第 6 章 団長所感 

 
本調査団のイラン側との協議は、特段の懸案事項もなく円滑に進行した。その理由は、 
1）アンザリ湿原の保全に際しては関係機関間の協力が必要であることがイラン側の共通

認識となっていること 
2） 本件プロジェクトにおいて実施が予定されているモニタリング、環境教育等の活動に、

部分的にではあるにせよ、イラン側がこれまでに取り組んできていることが挙げられ

る。 
 
 このような背景から、プロジェクト実施に際してはイラン側がこれまでに実施してきた

ことやイラン側の能力を的確に把握し、プロジェクトの詳細を検討していく必要があろう。

ただし、アンザリ湿原管理委員会の設置及び運営についてはイラン側には同様の経験がな

く、また本件プロジェクトの協力期間終了後、イラン側が自主的に委員会機能を強化する

ことを期待するものであるため、イラン側の意見を踏まえつつも早期に委員会を設置し、

イラン側が委員会運営についての十分な実地経験をつめるように工夫する必要がある。 
 
 このような点に留意してプロジェクトの詳細を設計し、また、イラン側が本件プロジェ

クトを日本との協力の下に的確に実施していくことにより、プロジェクト終了後において

もイラン側が委員会機能を強化し、M/P を確実に実施し、アンザリ湿原の保全を推進してい

くことが期待される。 
 
 専門家の派遣等プロジェクトの実施に際しては、以下の点に留意する必要がある。 

1）組織構築担当の専門家をプロジェクト開始当初から派遣するとともに、一年目の派遣

期間を十分に確保する。二年目以降に関しては、環境教育やエコツーリズムのアクシ

ョン・プランを委員会で検討する時期を中心に派遣し、委員会の能力向上を図る。 
2）湿地保全及びモニタリング担当の専門家は、状況によっては複数の専門家による対応

も検討の余地があろう。また、これは他の分野の専門家にも共通することであるが、

湿原管理委員会に関する業務に際しては、組織構築担当の専門家との協力が期待され

る。 
3）ゾーニングはM/Pに示された案を基本に検討することとなるが、社会経済調査のほか、

関連する情報を的確に収集し、ゾーニングに反映させることが必要である。そのため、

DOE 職員等に対するインタビューによる情報収集も必要となろう。また、現在実施さ

れている規制の中には根拠がはっきりしていないものもあるため、行政上の手続きを

明らかにしたうえで作業を進めていく必要がる。 
4）環境教育に関してはDOEがさまざまな活動を行っているほかNGOの活動もあるため、

現在実施中の活動を取りまとめたうえで、DOE 以外の関係者も含めて誰が誰に対して

どのような活動を行っていくかを取りまとめてアクション・プランを取りまとめる必

要がある。 
5）エコツーリズムに関して DOE は教育的な内容の活動を行っているが、ギラン州はア
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ンザリ湿原の開発に興味を示しており、観光業関係者などはエコツーリズムに対して

異なった考え方を持っているかもしれない。そのため、施設計画も含め、ゾーニング

(案)との整合性を念頭において関係者間の調整を図る必要があるだろう。 
6）本件プロジェクトは関係行政機関間の協力を深めるために、アンザリ湿原管理委員会

を設置するが、本件プロジェクトの実施に際しては関係行政機関以外の組織、例えば

NGO,他のドナーとも必要に応じて連携を図る必要がある。 
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1．事前調査協議議事録（英文/Minutes of Meeting） 
 
2．実施協議討議議事録（英文/Record of Discussions） 
 
3．要請書 
 
4．収集資料リスト 
 
5．DOE 実験室機材リスト 
 
6．開発調査時の供与機材リスト 
 
7．ローカルコンサルタント単価表 
 
8．機材価格調査表 
 
9．質問表回答 
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